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「農業集落排水資源の再生利用に関する手引き（案）」の改訂にあたって 

 
 

農業集落排水事業は、事業制度化当初より、小規模分散方式を活用した農業集落排水汚泥の

農地還元利用を基本理念の一つとし、既往の土地改良長期計画、バイオマス利用推進基本計画

の中にも位置付けられ、これらを踏まえて、調査計画、事業制度、技術開発の各段階において、

汚泥の農地還元等の再生利用に取り組んできたところである。 

農業集落排水汚泥は、小規模分散の特長を活かした汚泥の地産地消で利用するメリットが期

待される一方で、農地還元等再生利用のための費用や、作業の負担もあるため、持続、拡大は

容易ではない面もあった。このため、市町村が汚泥の再生利用を推進する際の一助とすること

を目的に、平成 28 年度に「農業集落排水資源の再生利用に関する手引き(案)」を作成した。 

その後、ロシアによるウクライナ侵攻、中東情勢、中国による資源の輸出規制強化などの国

際情勢の不安定化の影響を受け、産出地域が限定される場合も多い肥料原料の調達不安や価格

高騰により、食料安全保障面でのリスクが顕在化した。 

これを受けて、政府として総理大臣を本部長とする「食料安定供給・農林水産業基盤強化本

部」を立ち上げ、化学肥料の使用低減（20%）とともに、堆肥、下水汚泥資源等未利用資源の

肥料利用拡大による肥料の使用量に占める国内資源の割合を拡大（40%まで）する等とした「食

料安全保障強化政策大綱」（令和 4 年 12 月 27 日 強化本部決定）を決定。「バイオマス活用推

進基本計画（第 3 次）」（令和 4 年 9 月 6 日 閣議決定）、「肥料に係る安定供給確保を図るため

の取組方針」（令和 4 年 12 月 28 日 農林水産省）、「汚泥資源を利用した新たな公定規格（菌

体りん酸肥料）」（令和 5 年 10 月 1 日 農林水産省告示）、「食料・農業・農村基本法（改正法）」

（令和 6 年 6 月 5 日公布・施行）においても施策が示され講じられているところである。 

このように、農業集落排水汚泥をめぐる状況は著しい変化を遂げており、これまで以上に農

地還元による集排汚泥の再生利用を推進すべき社会的要請が高まっているところであり、本手

引き（案）の改訂にあたっては、新たな関連諸施策に関する情報を織り込み、かつ、別資料で

整理され、または、現行手引き作成後に行われた調査や情報収集で得られた集排汚泥の再生利

用に必要な技術的知見を一体的となるよう盛り込み、集排汚泥の再生利用に取り組む担当者等

の業務遂行の一助となるよう編纂した。 

多くの地域で課題に向き合い、再生利用の輪が少しでも拡がる一助となれば幸いである。 
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